
総 合 評 価 チ ャ ー ト 図 （中小企業事業団（現中小企業総合事業団）の事業内容の分析と評価）

高度化融資事業

国 (S62'末 財務状況) (H 8'末 財務状況) ↓
【事業主体】 政府出資金 9,223億円 追 加 出 資 1,935億円 → 政府出資金 1兆1,158億円

追加出資の適切な抑制が
投 入 債 券 等 2,241億円 債 券 等 2,294億円 (H 9'新規債券発行停止) →

中 出資金 → 中 現 減少しているが依然として多額 必要
小 (H8' 36億円) 2,029億円 1,384億円
企 中 余裕金(流動資産) ↑
業 引受 資金 小 貸付残高 9,435億円 貸付残高 1兆2,068億円 → 3,263億円
政 け 調達 小 238億円積増 今後、資金需要の動向を踏
策 財 政 → 事業団債 ← 利益剰余金 134億円 当期利益累計(S63'～H8')1,683(933+749)億円 → 利益剰余金 372億円

(H8' 37億円) 企 企 ↓ → まえつつ、余裕金の有効活
中 投融資 933億円戻入(H元') ↑ ↑
小 業 貸倒引当金 1,259億円 → 貸倒引当金 603億円 資金需要の喚起を図るな 用を図っていくことが課題
企 資 金 ← 業 ↑ 計 上 方 式 の 変 更 どの措置を実施（H10'緊
業 償 還 総 → (積立方式→洗替方式) 急経済対策） ↓
の 貸倒実績 ↓ 出資事業を創設(H元') →1,444(933+510)億円投入
成 事 合 (S60'～63'平均) 3億円 ↓ 出資資金 1,577億円 必要に応じ更なる貸付金利
長 交 付 →
発 補助金 → 事 調達利回り(H8') 0.81% (順ざや収支差) (一般管理費等) 出資実績は低調 1,505億円 の引下げ等の検討が必要
展 (H8' 157億円) 業

業 順ざや H 8' 79億円 H 8' 38億円 出資事業資産 71億円 ↑

団 団 貸付利回り(H8') 1.54%
順ざやの収支差は、一般管理費等を賄ってなお余裕

小規模企業共済事業 （給付経理の収支状況） 積立て不足の解消
が進まなければ、

責任準備金 掛金の運用 資 産 運 用 の 見 直 し を 検 討 中 将来の共済制度に
与える影響に懸念

予定利率(A) ↑ ↓
小規模企業共済制度 （理論値） （特 例） （運用利回り）

決定 S40'～H 7' 6.6% 積立額をBの108.0～97.0%の範囲で調整 H12'以降の予定利率の引き下げること（4.0% 今後とも、資産運用規制を
予 定 利 率 → H 8'～H11' 4.0% → 責任準備金計算額(B) (実際の積立率) (Ａとの差) →2.5%）等を内容とした法改正を実施(H10')

(H12'～ 2.5%) S62'末 1兆8,670億円 S62'末 105.3% ← S62'末 6.2% (▲0.4%) 今回の法改正により、予定利率の引下げに伴い 緩和するなど弾力的な資産
H 8'末 6兆2,165億円 H 8'末 98.3% H 8'末 3.6% (▲0.4%) 保険数理上必然的に生じる責任準備金の増大や

併せて行われた予定脱退率の見直し等の要因に 運用に努めるとともに、中
より、H12'(期首)には 2,115億円の積立て不足

長期的に責任準備金の積立
H 8'減額処理額 ▲1,001億円 収支±０で推移 ↑

て不足の拡大が見込まれる
現行のスキームの下でも、このまま運用が低迷
→ すればH10'末に当期損失金(積立て不足)が発生 場合には、予定利率の見直
H10'末 約80億円（中小企業庁推計）

しを検討することが課題
中小企業倒産防止共済事業 必要貸倒引当金(推 計) 約570億円

近年、延滞債権が急増
対前年度伸率 引き当て不足 ↓

共済金貸付け 高リスク H 3'末 345億円(▲2.2%)
→ ( 無 利 子 ･ 無 担 → H 8'末 745億円(18.4%) 貸倒引当金(H 8'末) 150億円 (延滞債権と余裕金の将来推計) 延滞債権がこのまま増大
保 ･ 5 年 間 返 済 ) →

延滞債権の伸びが余裕金の伸びを上回る状況 H25'末 延 滞 債 権 > 余 裕 金 した場合には、結果的に
→ 2,085億円 1,997億円

貸倒損失の増大につなが
掛 金 (現状程度の延滞債権率などを基にした推計)

（余裕金の状況） り、中長期的には余裕金が
→ 倒産防止共済基金 解約に備え保有 余 裕 金 対前年度伸率 バッファー

(A) すべき金額(B) (A-B) とはなり得る 底を突き、制度そのものを
貸 付 残 、 H 3'末 4,128億円 3,471億円 656億円 (38.3%)
→ 貸倒引当金 H 8'末 6,194億円 5,011億円 1,183億円 ( 6.7%) ゆるがす懸念
充 当 分 等 債券購入等有利な運用手段

↑ の採用 (中小企業政策審議会小委員会報告) ↑
→ 運用収入は急減
H 3' 178億円 余裕金の伸びは鈍化 ↓ H 7'以降、投資有価証券での
H 8' 25億円 運用開始 (H8'末 1,780億円)
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